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企業の環境教育支援活動に関する調査研究 :
学校と地域社会が連携し協働して環境教育を
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書)
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平成 17 (2005 ）年度千代田学の中間報告書の「おわりに」で述べているように、企業や

NPO などが学校での環境教育を支援することが多くなるとしたら、学校側としての関係主体

問のつなぎ役である第三者機関が果たすべき機能に寄せる期待が想像以上に大きいことが、

平成 17 (2005 ）年の 8 月に実施した千代田区の公立小学校のクラス担任の先生や環境教育

責任者の教頭先生などを対象にしたアンケート調査やヒアリングなどから明らかとなってい

る。そして、このことは同時に、 DESD や推進法などが求めている「持続可能な社会の構築J

実現のためには多様な主体が係わることを要求していることと奇妙に関連してくる。

平成 17 (2005 ）年の 10 月 24 日に開催した「企業が参画する環境教育に関する研究会J

と、平成 18 (2006 ）年 3 月 10 日に開催したシンポジウム「企業と学校が連携する環境教育

～持続可能な社会に向けて協働する地域社会～J により明らかとなった事柄や、実施したア

ンケート調査やヒアリングなどの結果も踏まえると、平成 18 (2006 ）年度の千代田学は、 f企

業と連携しての環境教育のカリキュラム作成と第三者機関の設立要件の調査」というテーマ

に到達する。そして、第三者機関の設立とカリキュラム作成の二つは、一見するとまったく

別個のもののようではあるが、その関係性を考える時、それらは表裏一体のものであり決し

て別々に存在するものではないことは直ちに理解できるところである。いわば、今日の時代

的要請に基づくところの環境教育の推進と充実のためには、第三者機関設立という環境教育

のための新たなインフラ整備が必要となるということであり、それが整備されて初めて持続

可能を実現するためにふさわしい環境教育のコンテンツ作成も可能となるということである。

このことの意味は 一つには現代的課題に関する教育システムそのものの変容を余儀なく

されているということである。さらには、それが単に教育界という領域だけでの問題ではな

いという別の側面も見ることとなるD すなわち、 DESD が掲げているように、持続可能な開

発という地球規模的な課題解決のためには、政策面においても横断的であることが求められ

るということに起因する。従って、環境教育に限らず現代的課題に関する教育のあり方は、

必然的に領域横断的かつ相互補完的に行うことが求められるのである。平成 18 (2006 ）年 4

月から実施される、我が国での ESD に関係する省庁は 10 に及ぶ。こうした事態は地域社会

においても同様である。しかし、教育行政の専門性がこのことで蔑ろにされることでは決し

てない。むしろ、教育学がトランスディシプリナリーの中心に位置するものであることに変

わりはない。ということは、これまでの教育のあり方の中でその果たすべき役割が時代的要

請として新たに加わり、いささか変容を迫られているということに他ならならないだけのこ

とである。
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